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1．はじめに

　2022 年度から順次施行される新高等学校学習指導要領の外国語編において、外国語によるコ
ミュニケーション能力は「聞くこと」・「読むこと」・「話すこと（やりとり）」・「話すこと（発
表）」・「書くこと」と 5 つの領域に分けて記述されている。中でも「話すこと」の領域分別化は
新たな変更点として注目に値する。また、あらゆる分野でのグローバル化に伴い、世界共通語と
しての英語コミュニケーション能力を育むことが、より一層求められている。その一環として、

「大学入試センター試験」も「大学入学共通テスト」として内容が大幅に変更される。また、高
校生や大学生を対象とした海外留学制度の拡充も進んでいる。これらの影響もあり、とりわけ中
等教育および高等教育において、学習者の英語スピーキング能力を向上させるべくさまざまな試
みがなされている。
　しかし、この努力はおそらく「オーラル・コミュニケーション」が科目設定された 20 年以上
も前から続くもので（文部科学省，1998）、以来、文法・逐語訳中心の授業形態から、英語で授
業が行われることを基本とし、学習者が英語を使うための言語活動をより多く取り入れたものへ
と、教育現場に改善が求められている（文部科学省，2008）。一方、教育現場では、それらを実
現させるための英語教員の研修不足や準備にかかる時間的負担等が足枷となり、期待される普及
と成果を得られないことが課題となっている。また、全国的に中学生と高校生のスピーキング能
力も伸び悩んでいる（文部科学省，2018a）。
　そこで本稿では、言語学におけるコミュニケーション能力の定義とそれに基づくコミュニカ
ティブな英語教授法の根本を見直すとともに、「学習者の英語スピーキング・コミュニケーショ
ン能力を伸ばす」という観点から、改めて非英語母語話者の日本人英語教師が、時間的・空間的
制限の中でも実践可能な効果的指導の手だてについて考察する。その際、筆者が 2017 年の夏、
ティーチング・アシスタント（TA）として働いていたイギリス南東部にある語学学校において
実施した、日本人英語学習者と現地担当教師らを対象とした調査結果を参照する。

2．Communicative competence の要素

　言語コミュニケーションにおいてコミュニケーション能力（communicative competence、以
下 CC）を重視する考え方は、Hymes（1972）が、Chomsky（1965）による言語能力（linguistic 
competence）と言語運用（linguistic performance）の区分概念に対し、文法的に正確であって
も、文脈や話し方が適切でなければコミュニケーションは成立しないという社会言語学的観点か
ら異論を呈したことに由来する。Hymes（1972）は、文法的能力に加えて、社会文化的な文脈
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に鑑みた要素を提示した。これ以後、言語は実践的コミュニケーションを通して習得されるとい
う考えに基づき、その構成要素と相互関係について繰り返し検討がなされてきた。そして、コ
ミュニカティブな言語教育方法論（communicative language teaching、以下 CLT）は、Canale 
and Swain（1980）や Savignon（2002）らがまとめた CC の 4 つの要素、すなわち文法的能力

（grammatical competence）、談話能力（discourse competence）、社会言語能力（sociolinguistic 
competence）、方略的言語能力（strategic competence）をバランスよく伸ばすことを目的とし
ている（図表 1）。それぞれ、文法的能力とは、発話するための基本的な文法および語彙知識、
談話能力とは、話の文脈を理解した上でより効果的な文を作り出す能力、社会言語能力とは、社
会的立場などに鑑みて場面や状況に相応しい表現を使う能力、方略的言語能力とは、持ち合わせ
ている言語知識と能力を目的達成のために使いこなす能力と定義されている（Canale and 
Swain, 1980; Savignon, 2002）。さらに Hedge（2002）は、これら 4 つの能力を円滑に使いこな
す流暢さ（fluency）を要素に加えている。

図表 1　Communicative competence の構成要素（Savignon, 2002, p. 8）

3．日本における CLT アプローチの解釈と実践

　日本の中学校・高等学校において、コミュニカティブな英語教授法の普及が滞っている現状に
ついて多くの調査研究がなされており、教育現場において CLT の理論とその実践方法が必ずし
も正しく理解されていないことが実態として明らかになっている。コミュニカティブな活動は正
しい文法の知識を定着させた上で行うべきであるという現場教員の声（Sakui, 2004）、初回の授
業をすべて英語で行ったところ、かえってクラスが沈黙してしまったという事例（O’Donnell, 
2005）、また、ディスカッションなどのコミュニカティブな言語活動を行うことを目的としてい
る教材が、日本語で要点をまとめる練習に用いられている事例（Humphries and Burns, 2015）
などからも推察されるように、日本の中学校・高等学校においてコミュニカティブな授業とは、
生徒に正確な英文法や語彙知識があることを前提とし、授業は英語で行われ、英語で議論をする
など、段階を踏まずに初めから日常会話レベル以上、つまり CEFR（ヨーロッパ言語共通参照
枠）の B2 レベル以上のものが想定されているようにうかがえる。
　確かに、英語コミュニケーション能力を伸ばすための教授法について、言語学的、心理学的、
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哲学的、社会学的見地等から、研究者の間でも意見は分かれている。実際、Anderson and 
Larsen-Freeman も、「CLT に唯一の共通認識というものは存在しない」（2011, p. 115）と述べ
ており、その教授方法が学習者の CC 向上を助けるものでなければ、CLT の実践にはなり得な
いことを示唆している。つまり CLT は、学習対象言語の正確な文法および語彙の知識のみなら
ず、社会生活におけるあらゆる場面や状況に適した言語運用能力を伸ばすことを原則的な目標と
している（Mitchell, 1994）。CLT の要素を取り入れた活動例として挙げられるものは、より現実
的場面や状況に即したロールプレイやジグソー形式、タスク形式の活動であり、学習者がこうし
た活動を通して対象言語の規則のみならず語感をも養う機会を十分に設けることが優先される。
つまり、文法的要素に偏らない CC の各要素をバランス良く伸ばす意図が根底にある（Anderson 
and Larsen-Freeman, 2011; Richards and Rodgers, 2014）。

4．イギリス人教師らの CLT アプローチの解釈と実践

　筆者は 2017 年の 7 月から 9 月、イギリス南東部にある全寮制の語学学校において TA として
ボランティアをしつつ、修士論文作成にあたり調査研究を行った。日本人学生の英語によるス
ピーキング・コミュニケーション能力向上を助ける効果的な教授法を探ることを目的とし、その
語学学校に在籍する日本人大学生 25 名（①英語教師養成コース 13 名、②一般英語コース 12 名）
とその担当教師 4 名（イギリス人男性教師 2 名、イギリス人女性教師 2 名）を対象に、アンケー
トと事後インタビューを実施した。調査実施内容の詳細は次の通りである（図表 2）。なお、調
査対象の学生の平均的な英語力はクラス①が中級（intermediate）、クラス②が中級下（pre-inter-
mediate）であった。

図表 2　調査実施方法の概要

実施日時 対象 方法（使用言語）

2017 年 7 月 1 日～29 日 クラス①と② 授業観察

2017 年 8 月 3 日、4 日 クラス①と②の担当教師
　4 名（男性 2 名、女性 2 名）

個別インタビュー（英語）

2017 年 8 月 8 日 クラス①と②の所属学生 25 名
　（男性 17 名、女性 8 名、年齢層 18～20 歳）

アンケート（日本語）

2017 年 8 月 9 日、11 日 クラス①と②の所属学生から代表者各 3 名
　（男性 2 名、女性 4 名）

集団インタビュー（日本語）

　教師の教育観（teachers’ beliefs）は、一般的に人の思考が言動を左右するのと同様に、各教
師の教育活動において多大な影響力を持っている（Borg, 2001; Nishino, 2011）。そして、それは
自身の学習経験や教師経験等の内的要因と、学生や学校の実態等の外的要因が影響し合う中で、
心理的変化を遂げつつ構築されていく全容の捉えがたいものであると言われる（Pajares, 1992）。
よって、本調査では、対象クラスの担当教師らとのインタビューにおいて、英語によるスピーキ
ング・コミュニケーション能力を伸ばすこととは何を意味するのかという教育観に加え、学生の
実態と学校の方針という外的要因の認識を踏まえた上で、どのような指導を心がけているのかと
いう教育的実践に焦点を絞って質問をした。
　その結果、4 名とも共通して、英語によるスピーキング・コミュニケーション能力とは、話す
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相手と適切に意思疎通を図ることができるかどうかを意味し、話す力のみならず、聞いて理解す
る力や CC の要素にもあるような、複数の言語技能が関わり合っていると考えていることが分
かった（図表 3）。よって授業においては、それらの言語技能を総合的に伸ばすことができるよ
うな言語活動を取り入れるとともに、全員が日本人学習者であるクラスにおいて、それらをどの
ように導入し、いかに英語によるコミュニケーションを図りつつ総合的な言語運用能力を養う機
会を増やすべきかということへの十分な配慮がなされていることが明らかになった。また、その
ために各教師は、教師間における情報交換や生徒観察から、受け持つコースに何が求められてい
るかについての分析や学生の現状把握に努めていることも分かった（図表 3）。

図表 3　教師インタビュー結果の概要

教師 コミュニケーション能力の理解 学生の実態理解 実践（活動・教材・配慮等）

教
師
１
（
ク
ラ
ス
①
教
師
）

自分の意思伝達ができること
を意味し、それは必ずしも文
法やその他の点において正確
であることにこだわらない

・  日本では母語話者と英語で
話す機会が少なかった

・  英語教師を目指す学生たち
であり、多様な会話活動を
授業に導入する方法を知っ
ておくことが求められてい
る

・  英会話練習を最優先し、スピーキング以
外の知識や技能を身につける学習であっ
ても最終的に会話活動に繋げている

・  指定教科書に拘らず必要に応じて教材
を選んでいる

・  学生がある程度話すことに慣れてきた
ら正確な文法や発音等を教えている

・  英語を話すことへの抵抗を和らげるた
めに話す準備時間を設けるなど、活動
の難易度を調整している

・  学生が躓いているところは少し多めに時
間を割き習得を確認してから先に進む

教
師
２
（
ク
ラ
ス
②
教
師
）

あらゆる要素が含まれるが、
学生たちの年代ではとりわけ

「聴く力」と「話す力」が求
められ、文字によるやりとり
は就職してから形式的な場面
で必要となる

・  クラスの数名は特別学習支
援を要し、その他の学生も
英語学習の土台となる基礎
知識が欠如している

・  学生たちは授業で学んだ英
語表現等を、ホームルーム
や放課後に設けられている
英会話レッスンで使う機会
がある

・  コミュニケーション能力を伸ばす上で
欠かせない語彙や文法、自然な発音を
身につけるための活動を優先している

・  言語活動は学生が飽きないよう、さま
ざまなものを取り入れている

・  基本的に指定教科書を使うが、説明が
難しい、あるいは内容が複雑であると
感じられたときは学生のレベルや興
味・関心に合った補助教材を使う

・  文法表現を教えた後に、それを用いて
身近な共通トピックについて話す会話
活動を行っている

・  自分よりも話せる学生とペアになると
話さなくなる学生が多いため、毎回異
なるペアになるよう配慮している

・  授業中に日本語を用いたとしても、学
生が互いに教え合うきっかけとなるた
め注意しない

・ 復習週を設け、普段の机間巡視や小テ
ストから発見した学生の未習得箇所
を、クラス全体で復習している

・  他コースを教えている教師らと情報交
換をする中で、教材を共有したり、学
生が興味を持っていることなど教えて
もらう
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教
師
３
（
ク
ラ
ス
①
主
任
）

・  言語についての知識も必要
だが、それを使いこなす能
力や世の中で起きているこ
とについて話題が豊富であ
ることも必要である

・  イギリスの語学学校にいつ
つも周りがほとんど日本人
であるため、外出しない限
り英語母語話者特有の発音
や表現に触れる機会がほと
んどない

・  さまざまな場面や状況設定において
4 技能を使う機会を設けている

教
師
４
（
ク
ラ
ス
②
主
任
）

あらゆる副次的能力が含まれ
るが、円滑にコミュニケー
ションを図るには間違いを恐
れず伝える意思を持つことが
最も重要である

・  訳読や暗記中心の学習スタ
イルに慣れており、また英
語のレベルが不十分なこと
も相まって自分の意見を述
べることができない

・  日本語話者が大多数を占め
る環境において、英語で話
す機会を得ることは学生に
とって難しい

・  TOEIC スコアを上げるという日本の
大学側の要望はあるものの、比較的自
由に学生の実態に合わせてシラバスや
コース内容を決めている

・  2 ヶ月毎に到達度テストを実施し、各学
生と一対一の面談においてこれまでの
学習の振り返りと目標確認をしている

・  毎週 1 回の教員ミーティングにおいて、
学生の学習状況やクラス内外の問題
等、あらゆることを情報共有し話し
合っている

5．イギリス人教師らの指導に対する学生の実感

　以上の教師の教育観と外的要因の認識に基づく実践が、学生の英語によるスピーキング・コ
ミュニケーション能力を伸ばす上でどのように効果的であったのか、あるいはそうでなかったの
かという点に注目し、本調査ではさらに学生の観点からその具体的な効果を探った。調査対象ク
ラスに所属する学生らのアンケート回答から、80% 余りが授業を通して英語でコミュニケーショ
ンをとることに対して前向きになれたこと、また 70％余りが英語 4 技能だけでなく、談話能力
や社会言語能力等、その他のコミュニケーション能力の向上を実感していることが分かった（図
表 4）。

図表 4　学生アンケート結果の概要①

質問内容 1：授業を通して英語を話すことに対し積極的になることができたか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

とてもそう思う

そう思う

ややそう思う

ややそう思わない

そう思わない

全くそう思わない

クラス①

クラス②
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質問内容 2：授業において新しい英語表現は、実際に使われている文脈で教えられるので、明確に理解できる。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

とてもそう思う

そう思う

ややそう思う

ややそう思わない

そう思わない

全くそう思わない

クラス①

クラス②

質問内容 3：授業時間の多くが文法解説に費やされている。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

とてもそう思う

そう思う

ややそう思う

ややそう思わない

そう思わない

全くそう思わない

クラス①

クラス②

質問内容 4：授業は実際の場面において英語をどのように使うかに重点が置かれている。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

とてもそう思う

そう思う

ややそう思う

ややそう思わない

そう思わない

全くそう思わない

クラス①

クラス②

　一方、教師 2 がインタビューで述べていた通り、クラス②の約 80% の学生らが、授業時間の
多くが文法解説に費やされていたと回答しているものの、それらの内容が実際の場面でどのよう
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に使われるかに重点が置かれていると回答している（図表 4）。インタビューにおいても、クラ
ス②の学生は「日本ではただ黒板に書いて説明するだけだが、ここでは説明は少なく、自分たち
に英語を話す機会を与えてくれる」と述べている。ペアやグループ活動等を通して、言語材料を
実際に使われている文脈の中で導入する教授法は、前述の通り CLT の一つの大きな特徴であり、
これにより言葉の意味だけでなく語感をも教授することが可能となる。授業で行われている具体
的なコミュニケーション活動について、両クラスのほぼ全ての学生が、英語を用いたペア活動や
ゲーム、プレゼンテーションが自身の英語スピーキング・コミュニケーション能力向上に役立っ
たと感じている（図表 5）。

図表 5　学生アンケート結果の概要②

質問内容：次の活動は英語コミュニケーション能力の向上に役立ったか。

⒜　ペアもしくはグループワーク

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

とてもそう思う

そう思う

ややそう思う

ややそう思わない

そう思わない

全くそう思わない

クラス①

クラス②

⒝　ゲーム

0% 10% 20% 30% 40% 50%

とてもそう思う

そう思う

ややそう思う

ややそう思わない

そう思わない

全くそう思わない

クラス①

クラス②
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⒞　プレゼンテーション

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

とてもそう思う

そう思う

ややそう思う

ややそう思わない

そう思わない

全くそう思わない

クラス①

クラス②

　図表 5 で言及されているようなコミュニケーション活動は、日本の中学校・高等学校において
も導入されてはいるものの、先の事例からも察するに、必ずしもこの研究対象となったクラスほ
どの効果が得られているわけではない。確かに英語を学んでいる環境がイギリスであることや、
教師が英語母語話者であることは、状況が異なる点として指摘されるべきかもしれない。しか
し、前述のとおり、この語学学校ではクラス全員が日本人学習者であり、外出は週末のみ許され
ているだけで、英語母語話者と日常的に話す機会はごく稀である。それに加えて、学生の英語能
力レベルも日本の平均的な学生のそれと差異はほとんどなく、むしろこのような日本の英語教育
現場でよく見受けられる外的要因を、この語学学校のイギリス人教師らも共有していると考えら
れる。
　このように、日本の英語教育現場と類似する外的要因を抱える中で、現地のイギリス人教師ら
は、どのようにして学生らにコミュニケーション活動に対する肯定的な認識を抱かせたのであろ
うか。筆者は、各クラスの代表者たちとの集団インタビューを実施し、具体的に教師のどのよう
な指導が、英語によるスピーキング・コミュニケーション能力を伸ばすことに役立ったのかを中
心にさらに詳しく話を聞いた。すると興味深いことに、活動の内容自体というよりは、活動の導
入の仕方やクラスの雰囲気づくり等、つまり授業内外における教師の細やかな心遣いや声がけ
が、コミュニケーション活動に対する学生たちの肯定的な認識と関係していることがわかった

（図表 6）。さらには、授業外における自主学習においても良い変化が表れていることもうかがえ、
英語によるスピーキング・コミュニケーション活動に対する肯定的な認識が、語学学習に必要不
可欠な自立的学習意識をも高める相乗効果も垣間見られた（図表 6）。

図表 6　学生グループインタビュー結果の概要

質問 1：授業を通して英語コミュニケーション能力が向上したか。

クラス①
・  最初の頃は先生に質問されても考える時間が長かっ

たが、今はとにかく頭に浮かんだことをすぐ英語で
言うことができるようになった

・ 自分のプライドを捨てて間違っていても良いから話
そう、伝えようという気持ちが強くなった

クラス②
・ 授業で発音の練習をする機会が多かったので、スペ

ルが分かっていても発音できない単語が減り、新出
単語を自力で読めるようになってきた

・ 最初の頃は自分の言いたいことを友人に説明しても
らっていたが、最近は自力で伝えるようになった
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質問 2：教師のどのような指導が英語コミュニケーション能力の向上に役立ったか。

クラス①
・ 英語が誤っていても何か発言すると、必ず肯定的な

反応を示してくれるので、気楽に先生に話しかける
ことができる

・ 英語の誤りは、少し間を置いてから学生と一緒に考
えながら直してくれる

・ 学生たちの表情を見ながら言葉を選んで説明して
くれる

クラス②
・ 先生がいつも明るくて元気で優しくて、自分たちが

言いたいことを察して必ず反応してくれるので、
遠慮なく先生に話しかけられる

・ 先生が学生に積極的に意見を求めてくれる
・ 英語の誤りは理解するまでとても分かりやすく教えて

くれる

質問 3：授業外では自主学習をしているか。

クラス①
・  2 週間ごとに出される課題レポートを書くために多く

の時間を費やした。500 語から徐々に語数が増して
いった

・ 語彙を増やすために、単語の意味と派生語を書いた
自作の単語帳や過去に使っていた市販の単語帳で
勉強している

・ 地元のニュースを見て、最近はその内容について
メモがたくさん書けるようになった

クラス②
・日本から持参したリスニング教材を毎日聴いている
・ インターネットで外国映画を見ながらすでに習った

文法や慣用表現などを復習している
・ 授業で習った新出単語を単語帳にまとめて復習に

使っており、他の授業で同じ単語に出会うと嬉しい
・授業で使っているテキストを時々復習している

6．考　察

　以上のように、アンケートおよびインタビューによる調査結果から、日本人学生に英語を教え
るにあたり、英語母語話者である現地のイギリス人教師らも非英語母語話者の日本人英語教師ら
が抱いているような問題意識を共有していることが分かった。しかし、それを理由に指導が制限
されることはなく、それぞれの教員が、CC の要素をバランスよく伸ばすという CLT の基本方
針に沿い、コース内容を熟慮しつつも、日常的に生徒観察をし、教師間で情報交換や学生との定
期的な面談をする中でそれぞれの目標やニーズに合った授業づくりをしていることが明らかに
なった。とりわけ、学生の英語によるスピーキング・コミュニケーション活動に対する苦手意識
を克服するために、典型的 CLT の教授法に囚われない創造的で多様な活動を盛り込み、さらに
それらをどのように導入するかという点に留意し、学習者の目線で細かな配慮と工夫をしている
ことは特筆すべき点である。これらの実践の積み重ねが、学生たちの英語によるスピーキング・
コミュニケーション能力向上のための指導につながっているだけではなく、自立的学習意識を高
めていることも認められた（図表 6）。

7．今後の課題

　学習者の目標やニーズを日々の授業づくりに反映させる方法として、ESP（English for specif-
ic purpose）のコース・デザインと教材開発が一つの参考として挙げられる。この研究はもとも
と理工系や医学系、法律系、商業系等、ある専門領域に特化した英語学習者を対象とするもので
あるが（深山，2000）、少なくとも学習者あるいは学校の目的や状況に応じてコースを展開させ
ていくという点において、EGP（English for general purposes）、つまり一般教養英語を教える
ための授業づくりにおいても応用が可能である（Hutchinson and Waters, 1987）。調査研究対象
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となった語学学校のクラス①（英語教師養成コース）とクラス②（一般英語コース）どちらの
コースにおいても担当教師らは、コース目標や扱う教材のみならず、学習者のニーズや教育現場
の事情等あらゆる手段で情報収集・分析し、それを自身の教授スタイルに合わせて反映させてい
た。このように自身の教育観あるいは固定観念の枠外に視点を持つことで、本当の意味で学習者
のニーズに合った CLT を実践できるのではないかと考える。従って、ESP のニーズ分析がいか
に EGP に応用可能であるのか、また、その分析をいかに教育実践に反映することができるのか、
その可能性を探ることが今後の課題である。
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